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月60時間超残業 割増賃⾦率引上げ 
2023年4月中小企業も適用 
労働基準法の改正により、2010年4月から大企業は月
60時間超の時間外労働に対して 50％以上の割増率で計
算した割増賃⾦を⽀払うことが義務付けられたが、2023
年3月31日で中小企業に対する適用猶予措置が廃止され
2023年4月1日からは企業規模にかかわらず、すべての
企業が同法の適用を受けることとなる。 
深夜の時間帯に月60時間を超える時間外労働を⾏わせ
た場合は、深夜の割増率25％以上と時間外割増率50％以
上を足した75％以上の率で割増賃⾦を⽀払う必要がある。
一方で法定休日労働は、月60時間超の時間外労働の算定
に含まれないため、法定休⽇労働をしても割増率は35％
で足りる。１か月60時間を超える時間外労働が⾒込まれ
る事業場では、月60時間を超えて労働させた時間外労働
に対する部分の割増賃⾦計算⽅法の変更にともない、就業
規則の改定が必要となる。 
また、労使協定を締結すれば、時間外労働の割増賃⾦率
が 25％以上から 50％以上に引き上げられた部分の割増
賃⾦の代わりに有給の休暇（代替休暇）を付与することが
可能となる。 
 
雇⽤保険料率0.2％引上げ 
2023年4月から1.55％へ  
厚労省は労使が⽀払う雇⽤保険料率を2023年4月か
ら0.2％引上げ、1.55％にする方針を示した。新型コロナ
ウィルスの感染拡大に伴い、雇⽤調整助成⾦の利⽤が増え、
雇用保険財政を圧迫している。一般の事業では労働者の保
険料負担は現在の0.5％から0.6％となる。この⾒直しに
より、例えば、⽉収30万円の⼈の場合、雇⽤保険料は⽉
1,500円から1,800円へ増える。事業主の保険料負担は
0.85％から0.95％に上がる。 
雇用保険は、「失業等給付」「育児休業給付」「雇用保険
二事業」の３区分で構成している。今回の保険料率引上げ
は、失業者ら向けの給付に充てる「失業等給付」が対象で、
これまで特例として 0.2％引下げていた料率を本来の料
率に戻すこととし、一般の事業では0.2％引上げた0.8％
を労使折半とする。「育児休業給付」は労使折半で0.4％、
「雇用保険二事業」は事業主のみの負担で0.35％とし、
それぞれ現在の料率を維持する。 

出産育児⼀時⾦50万円へ 
2009年以来の引上げ 
健康保険では被保険者とその被扶養者が出産したとき
に出産費用の負担として出産育児⼀時⾦が⽀給される制
度を設けている。現在の額は、一児につき42万円（産科
医療保障制度に加⼊していない医療機関等で出産した場
合は40.8万円）が支給される。 
国は2023年度から一児につき50万円程度に引上げる
方向で調整に入った。引上げは2009年以来で、過去最⼤
の上げ幅となる。新型コロナウィルスの感染拡大で少子化
は加速しており、経済的な支援の拡充により少子化対策に
繋げることや、近年の出産費⽤の上昇に対応する狙いがあ
る。 
厚労省の調査によると、首都圏では42万円を超える地
域があり、5年前から3万円ほど上がっている。⺠間病院
や診療所も含めた全施設の正常分娩による出産費⽤の平
均は、2021年度で47.3万円だった。出産育児⼀時⾦の
財源は主に現役世代の保険料をあてているが、増額を賄う
ため、75歳以上の後期高齢者に財源の7％を負担しても
らう方針。施⾏は2023年4月1日を予定している。 
 
第14次労災防止計画案 
転倒対策実施率50％以上に 
厚労省が策定する第14次労働災害防止計画について、
労働災害減少に向けて2種類の指標を設定する方向性が
明らかになった。⾏動災害防⽌や⾼年齢者の労災防⽌など、
重点課題ごとに企業の取組み状況を確認する「アウトプッ
ト指標」と、同指標の取組みを⾏った成果として期待され
る達成目標である「アウトカム指標」の2種類を設定する。 
重点課題には、増加する⾏動災害の防⽌、⾼年齢労働者
の労災防止、業種別の労災防止、労働者の健康確保等を挙
げている。「⾏動災害」に関するアウトプット指標には、
「転倒災害対策に取り組む事業場割合50％以上」、「卸売
業・⼩売業、医療・福祉の事業場における正社員以外への
安全衛⽣教育の実施率80％以上」を盛り込む。対応する
アウトカム指標は、「増加が⾒込まれる転倒の年齢層別死
傷年千⼈率を2022年⽐で2027年までに男⼥とも増加に
⻭⽌めを掛ける」とする。「転倒による平均休業⾒込み⽇
数を40日以下にする」ことも目指す。
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意外と難しい家族手当・ 

住宅手当と残業単価 

割増賃⾦の計算から除くことができるとされ
る家族⼿当・住宅⼿当ですが、その内容によ
っては残業単価計算に算入しなければなりま
せん。 

はじめに 
残業⼿当など割増賃⾦の単価計算について、除外するこ
とができる⼿当が法律で定められています。家族⼿当、住
宅⼿当、通勤⼿当などが除外対象とされていますが、⽀給
条件によっては例外もあります。以下、意外と難しい家族
⼿当・住宅⼿当と残業単価について解説します。 
 
なぜ残業単価計算から除外できるか 
割増賃⾦単価計算から除外できる⼿当は以下の⼿当で
すが、なぜ除外できるかというと、これらの手当は労働と
の直接的な関係が薄く、個人的事情に基づいて実費弁償的
に支給されるものであるからです。この「実費弁償的」と
いう部分がポイントになります。 
 
家族手当 / 通勤手当 / 別居手当 / ⼦⼥教育⼿当 
住宅⼿当 / 臨時に⽀払われた賃⾦  
１ヶ⽉を超える期間ごとに⽀払われる賃⾦ 

 
家族手当の条件 
家族手当とは一般に労働者が「家族を扶養しているこ
と」を条件として⽀給する⼿当ですが、割増賃⾦単価計算
から除くことができる家族手当とは下記の例のように「扶
養家族数又はこれを基礎とする家族手当額を基準として
算出した手当」を指します。 
 
○除外できる家族⼿当の例 
 
配偶者 月額10,000円 
子 月額  5,000円（二人まで） 

 
たとえば独身者にも一定額の手当が支払われている場
合には、独身者に支払われている部分（又は扶養家族のあ
る者に対して「本人分」として支払われている部分）は、
家族手当ではないとされます。また、扶養家族数に関係な
く⼀律に⽀払われる⼿当は除外できません。 

×除外できない家族⼿当の例 
・扶養家族がいる者に対して⼀律10,000円など 
 
つまり、扶養家族の人数に応じて支給される家族手当で
なければ除外できないことに注意が必要です。 
 
住宅⼿当の条件 
住宅⼿当を割増賃⾦計算から除外するためには、住宅⼿
当が住宅に要する費⽤に応じて算定されるものでなけれ
ばなりません。つまり、①費⽤に定率を乗じた額とする、
②費用を段階的に区分し費用が増えるに従って額を多く
する、などの計算による必要があります。 
 
○除外できる住宅⼿当の例 
（定率パターン） 
賃貸住宅居住者 賃料⽉額の３０% 
⾃⼰所有住宅居住者 住宅ローン⽉額の３０％ 

 
（段階パターン） 

住宅⽉額費⽤ 手当額 
8万円まで １万円 
9万円〜１５万円未満 2万円 
15万円以上 3万円 

 
×除外できない住宅⼿当の例 
・居住形態に関わらず⼀律10,000円 
・賃貸は⼀律10,000円、持ち家は⼀律20,000円 
・会社の命令により転居し賃貸物件に住む場合⼀律
20,000円など 
 
単価計算を間違えた時のリスク 
除外できないはずの家族⼿当や住宅⼿当を除外して割
増賃⾦を計算していた場合、残業代の未払いが発⽣するこ
とになります。自社の計算が正しいか確認をしてみましょ
う。 


